
 
 
 
 

 
 

図       表 



平成20年中の値である。
私鉄乗降客数のうち阪急電鉄は平成19年平均、北大阪急行は調査日、大阪高速鉄道は平成19年度平均の値である。
平成19年の値である。

図－１

豊　　中　　市　　の　　１　　日

注１）
　 ２）
　 ３）

出　　　　　生１）

9.1人
死　　　　　亡１）

7.8人
婚　　　　　姻１）

6.3組
離　　　　　婚１）

2.1組

転　　　　　入１）

60人
転　　　　　出１）

57人
電気使用量
264万KWH

ガス使用量

29万m3

水道使用量

12万9千m3
ゴミ搬出量
366ﾄﾝ

市立病院入院・外来数
1,531人

郵便引受・配達数
25万3千通

商品販売額３）

27億7千万円
製造品出荷額等
10億5千円

私鉄乗降客数２）

40万1千人
航空機乗降人員
4万4千人

図書館貸出人員
3,614人

火災発生件数
0.3件

犯　　　　　罪１）

17件
交通事故１）

5件



図－２

市　　域 　の 　変 　遷



資料　総務省　統計局　「国勢調査報告」、総務部　情報公開課

年齢５歳階級別人口

図－３

人口および世帯数の移り変わり
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資料　市民生活部　市民課　「住民基本台帳人口」

人口異動　（平成２０年）

図－４

人口異動　（平成１１～２０年）
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（昭和６０年＝１００）

全農家のうち、販売農家を対象に専業兼業別農家数を調査したものである

平成２年

７年
157

246

227

１２年

農　業　の　推　移

（単位ha）

経営耕地面積の推移

昭和６０年

132

専・兼業別農家数の構成

資料　農林水産省　統計情報部　「各センサス大阪府統計書」、大阪府　総務部　統計課　「大阪府統計年鑑」

図－５

販売農家の経営耕地面積規模別農家数
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(昭和６１年＝１００）

注）　四捨五入の関係により合計１００％になりません。

資料　総務省　統計局　「事業所統計調査報告」「事業所・企業統計調査報告」

図－６

経営組織・従業者規模別事業所数の割合
平成１８年事業所・企業統計調査

民営事業所

業　種　別　割　合

事 業 所 の 推 移
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98.9%
101.3%

101.3%

105.5%

115.9%

111.2%

50%

100%

150%

昭和６１年 平成３年 ８年 １３年 １８年

個人
49.0%

法人
47.7%

その他
3.3%

３０人以上
5.0%

１０～２９人
14.1%

１～４人
61.0%

５～９人
19.7%

派遣・下請
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事業所
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(平成１５年＝１００）

四捨五入の関係により合計１００％になりません。

資料　総務部　情報公開課

図－７

従 業 者 規 模 別 割 合
平成１９年工業統計調査

業　種　別　割　合

工   業   の   推   移
（従業者４人以上の事業所） （従業者４人以上の事業所）

（従業者４人以上の事業所）

注）　　
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（平成３年＝１００）

四捨五入の関係により合計１００％になりません。

資料　総務部　情報公開課

図－８

従 業 者 規 模 別 割 合
平成１９年商業統計調査

業　種　別　割　合

商　　業　　の　　推　　移
(卸売・小売業) (卸売・小売業)

注）　
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26.75畳 10.83畳

４．０９室

４．０６室

24.95畳 9.15畳

26.07畳 9.79畳

図－９

資料　総務省　統計局　「住宅統計調査報告」「住宅・土地統計調査報告」

平成　５年

平成１０年

平成１５年

持ち家

借　家

平成１５年住宅の所有関係別割合

平成１５年住宅の居住水準別割合

４．０５室

住　　宅　　の　　推　　移
１住宅当たり畳数 １人当たり畳数１住宅当たり居住室数

住宅数
147,100

 (不詳を除く)
持ち家
47.9%

民営住宅
38.1%

公団・公社
の借家
5.3%

給与住宅
3.7%

公営の借家
5.0%

最低居住水準

88.0%

98.6% 1.4%

12.0%

都市居住型誘導居住水準

38.0%

75.0%

62.0%

25.0%

水準以上の世帯

水準未満の世帯

一般型型誘導居住水準

58.6%

74.4%25.6%

41.4%




